
入札公告 

 

次のとおり一般競争入札（総合評価落札方式）に付します。 

令和５年２月８日 

支出負担行為担当官 

茨城労働局総務部長 近江 謙一 

１ 概要及び日程等 

(１)調達件名及び数量 介護分野における人材確保のための雇用管理改善推進事業（茨城県） 

(２)履行期間又は履行期限 令和５年４月１日（土）から令和６年３月２９日（金） 

(３)履行場所 支出負担行為担当官が別途指定する場所 

(４)契約方法 一般競争入札（総合評価落札方式） 

(５)入札説明書の交付 
この公告の日から競争参加資格確認関係書類等の提出期限まで 

（下記２（２）にメールアドレスに申し込んだ者に電子メールで交付） 

(６)入札説明会の日時及び場所 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から実施しません。 

(７)競争参加資格確認関係書類等

及び技術提案書の提出期限 
令和５年３月８日（水） １６時００分必着 

(８)入札書の提出期限 令和５年３月８日（水） １６時００分必着 

(９)開札の日時 
令和５年３月２２日（水） １０時００分 

当日の立ち会いは不要です。 

２ 照会先 

（１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

〒３１０－８５１１ 茨城県水戸市宮町１丁目８番３１号 

茨城労働局総務部総務課会計第二係（４階） 

担当：大戸 

電話：０２９－２２４―６２１１ 

（２）入札説明書の交付場所、提案書類の提出場所及び仕様に関する問い合わせ先 

〒３１０－８５１１ 茨城県水戸市宮町１丁目８番３１号 

茨城労働局職業安定部職業安定課職業紹介係（７階） 

担当：山室 

電話：０２９－２２４－６２１８ 

メールアドレス：anteika-ibarakikyoku@mhlw.go.jp 

※入札説明書等の交付希望者は電子メールにて交付希望の連絡を入れること。その際、法人名又は名

称、所在地、電話番号、担当者所属並びに氏名を明記し、本件入札に係る要求であることが明確にわ

かるよう件名には「入札説明書及び仕様書等の交付希望（ここに調達件名を記載する）」と記載する

こと。また、電子メールの到達を確認するため、必ず担当あて電話により連絡をすること。 

３ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助

人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（３）令和 04・05・06 年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、厚生労働省大臣官房会計

課長から「役務の提供等」でＢ、Ｃ又はＤ等級に格付けされ、事業を受託しようとする地域の競争参加資

格を有する者であること。 



（４）厚生労働省から指名停止を受けている者でないこと。 

（５）資格審査申請書及び添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 

（６）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 

（７）その他予算決算及び会計令第 73 条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有する者であ

ること。 

４ 入札方法等 

（１）入札方法 

入札金額は総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセ

ントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものと

する。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

また、契約金額は概算契約における上限額であり、事業終了後、事業に要した額の確定を行い、実際の所

要金額が契約金額を下回る場合には、実際の所要金額を支払うこととなる。 

（２）電子入札の可否  否 

（３）開札の執行 

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から入札参加者の立ち会いは認めず、茨城労働局の契約事

務と関係の無い職員を立ち会わせて開札を行う。 

５ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金  免除 

（３）入札者に要求される事項 

期日までに入札説明書別紙４により令和 04・05・06 年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）の

写し等を上記２（１）まで持参又は郵送にて提出すること。 

また、入札に参加を希望する者は、上記書類とあわせて競争参加資格に関する誓約書及び暴力団等に該当

しない旨の誓約書を提出しなければならない。入札者は、支出負担行為担当官から当該書類に関し説明を求

められた場合は、それに応じなければならない。 

（４）入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者、入札者に求められる義務を履行しなかった者その他入札の条件に

違反した者が提出した入札書は無効とする。 

また、入札に参加した者が、（３）の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反する

こととなったときは、当該入札書は無効とする。 

（５）契約書作成の要否  要 

（６）落札者の決定方法 

入札説明書の規定に従い入札書を提出した入札者のうち、競争参加資格及び仕様書の要求要件をすべて満

たし、入札説明書において明らかにした性能等の要求要件のうち必須とされた項目の最低限の要求要件を全

て満たし、契約を履行できると支出負担行為担当官が判断した者であって、当該入札者の入札価格が予算決

算及び会計令第 79 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で総合評価点が最も高い者をも

って有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

ただし、落札者となるべき者の入札金額によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなさ

れないおそれがあると認められるとき（低入札価格調査基準額を下回った入札があった場合に開札執行者は、

入札者に対して「保留」を宣言し、予決令第８６条に規定する調査（契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあるか否かについて）を実施したうえで落札者を決定し、後日入札者に通知する。）、又はその者



と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、

予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、総合評価点の最も高い者を落札者とするこ

とがある。 

（７）手続における交渉の有無  無 

（８）その他   

ア 今般の一般競争入札において、契約書を除くすべての提出書類（契約関係書類）について事業者の押

印を不要としているが、担当者等から提出される書類については、事業者として決定した正式な書類

であると判断する。なお、押印を省略した書類に虚偽等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約金

の徴取等を適用する場合がある。 

イ 本公告に記載がないことは、仕様書及び入札説明書による。入札参加者は当該書類を熟読し、内容を

承認のうえ参加すること。 


